
貸　借　対　照　表

   千円    千円

5,074,524 11,381,277

1,535,873 3,231,400

1,069,019 434

458,178 3,835,714

24,459 360,006

748,979 60,243

610,000 332,685

561,574 1,165,216

23,880 1,325,454

42,559 769,315

12,128

288,679

58,120,822 7,114,695

30,430,992 2,235,300

18,620,225 3,148

593,928 2,857,126

6,294,377 90,460

2,181,299 1,685,123

291,875 243,535

770,659 18,495,973

58,508

174,778

853,641 44,405,628

31,836 5,935,940

4,773,405

4,773,405

33,696,282

523,210

33,173,072

2,480,500

4,063

30,688,508

293,745

293,745

44,699,374

63,195,347 63,195,347

資 産 除 去 債 務

預 り 保 証 金

そ の 他 の 固 定 負 債

資 本 金

資 本 準 備 金

退 職 給 付 引 当 金

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

前 受 運 賃

前 受 収 益

固 定 負 債

短 期 借 入 金

未 払 金

（2024年度）

2025年 3月31日現在

資 産 の 部 負 債 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目

リ ー ス 債 務

金 額

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

（ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

（ 資 産 の 部 ）

リ ー ス 投 資 資 産

未 収 金

未 収 収 益

鉄 道 事 業 固 定 資 産

貯 蔵 品

分 譲 土 地 建 物

前 払 費 用

そ の 他 の 流 動 資 産

負 債 合 計投 資 有 価 証 券

株 主 資 本

賞 与 引 当 金

( 純 資 産 の 部 )

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

別 途 積 立 金

買換資産圧縮積立金

資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

前 払 年 金 費 用

各 事 業 関 連 固 定 資 産

不 動 産 事 業 固 定 資 産

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

そ の 他 の 投 資 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

純 資 産 合 計



2024年 4月 1日から

2025年 3月31日まで

  千円    千円 

11,802,968

11,610,822

192,145

3,897,576

2,581,997

1,315,578

1,507,724

317,191

167,759 484,951

72,328

21,880 94,208

1,898,467

2,097,652

517,162

24,690

53,544

2,785 2,695,834

2,096,089 2,096,089

2,498,212

599,701

△ 39,417 560,283

1,937,929

全 事 業 営 業 利 益

（2024年度）

固 定 資 産 圧 縮 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

受 託 工 事 事 務 費

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 益

土 地 交 換 差 金

支 払 利 息

そ の 他 の 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

工 事 負 担 金 等 受 入 額

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

不 動 産 事 業

営 業 収 益

営 業 費

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

営 業 利 益

損　益　計　算　書

科 目 金 額

鉄 道 事 業



個別注記表 
［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ 

１.資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
市場価格のない株式等
以外のもの 

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差 
額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移 
動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 
(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）によっております。 
分 譲 土 地 建 物 個 別 法 
貯 蔵 品 移動平均法 

 
２.固定資産の減価償却の方法 
  有形固定資産(リース資産を除く） 

鉄道事業固定資産 定率法を採用しております。 
不動産事業固定資産 定額法を採用しております。 
各事業関連固定資産 定率法を採用しております。 
ただし、1998年４月１日以降に取得した鉄道事業固定資産及び各事業関連固定

資産の建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附
属設備及び構築物については定額法を採用しております。 
なお、鉄道事業固定資産の取替資産については取替法を採用しております。 
また、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 15～40年 
構 築 物 15～40年 
車 両 5～13年 

無形固定資産   定額法を採用しております。 
 ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

リース資産   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。 

 
３.引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金 
従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担

額を計上しております。 
(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しております。 
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、主として各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
翌事業年度から費用処理することとしております。 

(3) 貸倒引当金 
ゴルフ会員権について、当事業年度末の市場価格が預託保証金を下回る部分を計

上しております。 
 



４.工事負担金等の会計処理の方法 
固定資産の取得のために地方公共団体（又は国土交通省）等より受け入れた工事負

担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を、固定資産の取得原価から直接減
額して計上しております。 
なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するととも

に、固定資産の取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上
しております。 
 

５.収益及び費用の計上基準 
(1) 顧客との契約から生じる収益の計上基準 
   当社は、鉄道による旅客運送を行っており、旅客運送が完了した時点で収益を認

識しております。 
   なお、鉄道事業の定期券は、一定の期間にわたり役務を提供するものであること

から、発売した定期券の種類に応じた有効期間にわたって収益を認識しておりま
す。 

(2) ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 
    リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 
 

 
［表示方法の変更に関する注記］ 

損益計算書 
前事業年度において区分掲記して表示しておりました営業外収益の「生命保険配当

金」（当事業年度は、32,635千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年
度において「その他の収益」に含めて表示しております。 



［会計上の見積りに関する注記］ 

１. 固定資産の減損 
(1) 当事業年度末の計算書類に計上した金額 

減損損失       千円 
(2) その他の情報 

   当社は、独立したキャッシュ・フローを生成させる最小単位として、鉄道事業固
定資産は全線を一体として、不動産事業固定資産は賃貸物件ごとに、資産のグルー
ピングを行っており、減損の兆候が存在する場合には、将来のキャッシュ・フロー
の見積りに基づいて減損の要否の判定を実施しております。 

   これらの見積りは将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性
があり、将来キャッシュ・フローに見直しが必要となった場合、翌事業年度以降の
計算書類に重要な影響を与える可能性があります。 

 
２.繰延税金資産の回収可能性 

(1) 当事業年度末の計算書類に計上した金額 
繰延税金資産 853,641千円 

(2) その他の情報 
繰延税金資産は、将来減算一時差異を、利用できる課税所得が生じる可能性が高い

範囲内で認識しております。課税所得が生じる可能性の判断においては、将来獲得し
うる課税所得の時期及び金額を合理的に見積り、金額を算定しております。これらの
見積りは将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、実際に生じた時
期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度以降の計算書類において認識する金
額に重要な影響を与える可能性があります。また、税制改正により実効税率が変更さ
れた場合に、翌事業年度以降の計算書類において認識する金額に重要な影響を与える
可能性があります。 

 
 
  



［貸借対照表に関する注記］ 
１.担保に供している資産及び担保に係る債務 
 ⑴ 担保に供している資産 鉄道事業固定資産 29,609,684千円 
 ⑵ 担保に係る債務 短 期 借 入 金 561,400千円 
 長 期 借 入 金 2,235,300千円 

 合 計 2,796,700千円 
２.有形固定資産の減価償却累計額 74,226,404千円 
３.事業用固定資産  有形固定資産 48,731,201千円 

土   地 14,167,776千円 
建   物 11,750,104千円 
構 築 物 15,630,540千円 
車   両 5,503,163千円 
そ の 他 1,679,617千円 

無形固定資産 913,944千円 
  
  

  
４.固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 

42,395,010千円
５.資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

その他の投資等 9,427千円
６.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 72,237千円
短期金銭債務 5,257,502千円

 

 

 
  



［損益計算書に関する注記］ 

１.営業収益 15,700,544千円
２.営 業 費 14,192,819千円

運送営業費及び売上原価 8,649,158千円
販売費及び一般管理費 1,076,957千円
諸税 936,929千円
減価償却費 3,529,774千円

３.関係会社との取引高 
  営業取引による取引高  

営業収益 967,757千円
営 業 費 1,965,783千円

  営業取引以外の取引高 2,303,734千円
 

  



［株主資本等変動計算書に関する注記］ 

１.当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 
普通株式   10,976,667株 
 

２.当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 
普通株式        株 
 

３.配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

 

決議 
株式の 
種類 

配当金の 
総額 

(千円) 

１株 
当たり 
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

2 0 2 4年６月2 6日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式 634,287 57.7 2024年３月31日 2024年６月27日 

 
 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
 

該当なし 
 

  



［税効果会計に関する注記］ 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産  
退職給付引当金 842,257千円
販売用不動産の帳簿価額切下げ 110,539千円
賞与引当金 90,439千円
ゴルフ会員権評価損 74,637千円
関係会社株式評価損 59,032千円
減損損失 47,494千円
未払事業税 29,556千円
資産除去債務 28,404千円
未払賞与法定福利費 14,108千円
貸倒引当金 2,960千円
その他 3,201千円

繰延税金資産小計 1,302,631千円
評価性引当額 △312,233千円

繰延税金資産合計 990,397千円
繰延税金負債  
その他有価証券評価差額金 △134,454千円
買換資産圧縮積立金 △1,859千円
資産除去債務 △441千円

繰延税金負債合計 △136,756千円

繰延税金資産の純額 853,641千円



［金融商品に関する注記］ 
１.金融商品の状況に関する事項 
 当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入に
より資金を調達しております。 
 未収運賃、未収金、未収収益に係る顧客の信用リスクは、内部管理規程に沿ってリス
ク低減を図っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半
期ごとに時価の把握を行っています。 
 借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、主に固定金利による調達により金
利の変動リスクを低減しております。 

 
２.金融商品の時価等に関する事項 
 2025年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。 

(単位：千円） 

 貸借対照表計上額
(※） 時価(※） 差額 

⑴ リース投資資産 748,979 748,979 － 

⑵ 投資有価証券    

その他有価証券 472,649 472,649 － 

⑶ 長期借入金 
（一年以内返済含む） (2,796,700) (2,703,793) (△92,907) 

 (※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
 
（注１）現金及び預金、未収運賃、未収金、未収収益、短期借入金、未払金、未払費用

については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであること
から、記載を省略しております。 

 
（注２）市場価格のない株式等は、「⑵投資有価証券」には含まれておりません。貸借

対照表計上額は以下のとおりであります。 
(単位：千円） 

区分 当事業年度 

非上場株式 298,010 

関係会社株式 291,875 

 

 



  
３.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 
 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格 
により算定した時価 

  レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ 
ットを用いて算定した時価 

  レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 
 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの
インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ
ベルに時価を分類しております。 
 

⑴ 時価で貸借対照表に計上している金融商品 
(単位：千円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

その他有価証券 472,649 － － 472,649 

 
 
⑵ 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

(単位：千円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

リース投資資産 － － 748,979 748,979 

 長期借入金（一年以内返済含む） － 2,703,793 － 2,703,793 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 
投資有価証券 
 上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され
ており、レベル１の時価に分類しております。 

リース投資資産 
 元利金の合計額を 同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引
いた現在価値により算定しており、重要な観察できないインプットを用いているた
め、レベル３の時価に分類しております。 

長期借入金（一年以内返済含む） 
 元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在
価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

  



［賃貸等不動産に関する注記］ 

１.賃貸等不動産の状況に関する事項 
 当社は、千葉県において賃貸用のビル（土地を含む。）を有しております。 
 

２.賃貸等不動産の時価に関する事項 
(単位：千円） 

貸借対照表計上額 時価 

18,563,800 40,160,234 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま
す。 

（注２）当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動
産鑑定評価書に基づく金額、その他の物件については不動産鑑定評価基準に基づ
いて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）でありま
す。 

 

  



［関連当事者との取引に関する注記］ 

１.親会社及び法人主要株主等 

種 類 会社等の 
名称 

議決権等 
の所有割 
合（％） 

関連当事者
との関係 

取引の 
内容 

取引金額 
（千円） 
（注2） 

科目 
期末残高 
（千円） 
（注2） 

親会社 京成電鉄
㈱ 

被所有 
直接 
100.0 

施設の賃貸
借 
役員の兼任 
  

転貸資金
受け入れ 2,670,000 

短期 
借入金 2,670,000 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）1.借入金については、新京成電鉄㈱の資金調達に伴うものであります。金利に 

ついては、市場金利を勘案して決定しております。 
２.取引金額にも、期末残高にも消費税等は含まれておりません。 

 

 ２.子会社及び関連会社等 

種 類 会社等の 
名称 

議決権等 
の所有割 
合（％） 

関連当事者
との関係 

取引の 
内容 

取引金額 
（千円） 
（注3） 

科目 
期末残高 
（千円） 
（注3） 

子会社 松戸新京
成バス㈱ 

直接
100.0 

資金の受入 
役員の兼任 

消費寄託
金 
（注1） 

 200,000 預り金 
 

1,000,000 
 

関連会社 京成建設
㈱ 

直接 
28.5 役員の兼任 

固定資産
の購入
（注2） 

2,095,489 未払金 747,120 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）１.消費寄託金については、松戸新京成バス㈱の資金運用に伴うものであります。 

金利については、市場金利を勘案して決定しております。 
２.固定資産の購入については、市場価格等を勘案し決定しております。 
３.取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて  

おります。 
 
 ３.兄弟会社等 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
 
 

［１株当たり情報に関する注記］ 

１. １株当たり純資産額 4,072円22銭

２. １株当たり当期純利益 176円55銭

 

  



［収益認識に関する注記］ 

 収益を理解するための基礎となる情報 
 「重要な会計方針に係る事項に関する注記 ５．収益及び費用の計上基準」に記載の 
とおりであります。 

 

 

［重要な後発事象に関する注記］ 

2023年10月31日付で京成電鉄株式会社との間で締結された合併契約（効力発生日

2025年4月1日）の効力発生に伴い、当社は2025年4月1日付で京成電鉄株式会社に吸収

合併され消滅しております。 

 

 

［その他の注記］ 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
  


